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髙橋 英明  （地独）北海道立総合研究機構 エネルギー・環境・地質研究所  
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奈良 顕子  （一社）北海道建築技術協会 常任理事 

福原 朗子  北海道科学大学工学部 講師 

吉田 剛司  （特非）EnVision環境保全事務所 研究員 

渡部 要一  北海道大学大学院工学研究院 教授 

計 13名  ◎：会長、〇：副会長 

 事務局 

札幌市環境局環境都市推進部環境管理担当部長       柴田 千賀子 

札幌市環境局環境都市推進部環境共生担当課長       濱田 敏裕 
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３ 審議内容 

  別紙のとおり 
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（別 紙） 

令和２年度第６回審議会における委員意見及び回答結果について

○ 議題① (仮称)石狩湾沖洋上風力発電所建設計画 計画段階環境配慮書について (答申案) 

委員名 送付日 修正意見等の内容 審議会の対応について 

近藤会長 10月 26日 ○ 追加・修正はない。 原案どおり答申する。 

石塚委員 10月 26日 

坪田副会長 10月 29日 

鈴木委員 10月 29日 

福原委員 10月 29日 

奥本委員 10月 29日 

吉田委員 10月 29日 

伊藤委員 10月 29日 

髙橋委員 10月 29日 

奈良委員 10月 30日 

渡部委員 10月 30日 

秋山委員 10月 30日 

上田委員 10月 30日 

令和２年度第６回 

札幌市環境影響評価審議会(書面会議) 
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○ 議題② (仮称)札幌駅交流拠点北５西１・西２地区第一種市街地再開発事業計画段階環境配慮書について（諮問）

委員名 送付日 意見等の内容 都市計画決定権者の回答 

近藤会長 10月 26日 ○ 植物分野からの意見はない 

○ 冬期に重要な日照の確保、ビル風の軽減、眺望の確保、圧迫感の軽減を総合的に考慮していただ

きたい。 

⇒今後の環境影響評価手続き等を進める中で、ご指摘いただいた日照阻害、風害、景観などの観

点に加え、環境面・事業面・社会面などから総合的に検討して具体的な計画案を１案に絞り、

建物配置・形状等の詳細検討を進めてまいります。 

石塚委員 10月 26日 ○ 追加の意見はない。  

坪田副会長 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

鈴木委員 10月 29日 ○ 修正・追加意見等はない。  

福原委員 10月 29日 ○ 特に意見等はない。  

奥本委員 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

吉田委員 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

伊藤委員 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

髙橋委員 10月 29日 以前の北４西３再開発と同様の趣旨である以下の２点について意見等をさせていただく。 

○ 騒音・振動等について、共用後の搬出入車両だけではなく、一般車等関係車両に伴う影響につい

ても評価する必要があると思う。 

○ 計画建設物の影響によるビル風に伴う風切り音の発生について検討評価したものがあれば教え

ていただきたい。 

⇒供用後の資材等の搬出入に係る影響の検討については、搬出入車両のほか、事業の実施に伴い

発生集中する一般車両、バスターミナル整備に伴い増加するバス車両なども考慮して将来交通

量を算定し、本事業の関係車両の走行に伴う影響を予測・評価いたします。 

⇒風切り音については、予測評価が難しい項目であり、同様な高層建築物において予測検討した

実績は確認されませんでした。

奈良委員 10月 30日 ○ 特に意見はない。 

渡部委員 10月 30日 ○ 特に意見はない。 

秋山委員 10月 30日 ○ 大気質への影響については、共用後の交通状況の変化が予想されることから、資材等の搬出入の

みならず、施設利用のための一般車両の影響についても評価対象とすべきと考える。 

⇒髙橋委員のご意見に対する回答にお示ししたとおり、供用後の資材等の搬出入に係る影響の検

討については、搬出入車両のほか、事業の実施に伴い発生集中する一般車両、バスターミナル

整備に伴い増加するバス車両なども考慮して将来交通量を算定し、本事業の関係車両の走行に

伴う影響を予測・評価いたします。 

上田委員 10月 30日 ○ 特に意見はない。 
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○ 議題③ 札幌市の環境影響評価制度に係る制度改正について ≪第２回目審議結果：（札幌市環境影響評価技術指針の変更(案)について）≫

委員名 送付日 意見等の内容 札幌市（事務局）の回答 

近藤会長 10月 26日 〇 特に意見はない。  

石塚委員 10月 26日 〇 特に意見はない。  

坪田副会長 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

鈴木委員 10月 29日 ○ 札幌市としては、規定や指針では「太陽電池」を用いるが、広報等では「太

陽光」も用いるとの由、承知した。そうすると、事業者や市民が札幌市の規定・

指針・広報等を見た時、「太陽電池」と「太陽光」はどう違うのだろう、とい

う疑問を持つ可能性があるので、指針のどこかに、注でも結構なので、用語説

明または用語定義を掲載し、太陽電池と太陽光は同一のものとして扱う、とい

う説明を入れておくのが親切かと思う。そのような説明を入れることは可能

か。 

○ 資料【3-3】２ページ、環境要素の区分項目の上から５つ目に、「低周波音（超

低周波音を含む）」がある。 

 これに対応し、資料【3-3】３ページ、備考欄４番目には超低周波音の定義が

掲載されているが、備考欄３番目は低周波音の「低」の１文字を削除して「周波

音」にする提案になっている。しかし、環境要素の区分項目に「低周波音」があ

るのであれば、「低」を削除せず、「低周波音」のまま残した方が分かりやすいの

ではないかと感じた。あるいは低周波音と記載すると何か不都合があるのか。ご

教示いただきたい。 

○ 資料【3-3】３ページ、備考欄３番目の「周波音」の提案について、環境省

が公表している定義を調べたところ、「低周波音とは概ね１ヘルツから 100 ヘル

ツの音をいい、超低周波音とは１ヘルツから 20ヘルツの音をいう」という趣旨

のことが書かれていた。 

https://www.env.go.jp/air/teishuuhaon3toha.pdf 

 そうすると、資料【3-3】３ページ、備考欄３番目は、「低周波音とは、概ね、

周波数が１ヘルツから 100 ヘルツまでの音をいう。」とすると環境省の説明と符

合することになる。 

 しかし札幌市の提案では、 

・「低」を削除し、 

・「１ヘルツから」ではなく「２０ヘルツから」にし、 

・かつ、「以上」という言葉を追加する、 

という内容になっており、環境省の定義とはかなり異なる。この３か所は、それ

ぞれ、何か理由があって変更しているのか。 

○ 指針や広報用パンフレットなどには、「太陽電池（太陽光）発電」と記載するなど、事業者や市民のみなさまにご理

解いただけるよう、わかりやすく表現いたします。 

○ 申し訳ございません、次のように修正させていただきます。 

【資料 3-3】技術指針変更(案)の３ページ目[備考]の中で、3.の「低周波音」の「低」に取り消し線が引かれておりま

したが、削除せず「低周波音」のままといたします。 

 また、「100ヘルツまで以上」の文言の「以上」を削除させていただきます。 

（修正前） 

3. この表において「低周波音」とは、周波数が20 ヘルツから100 ヘルツまで以上の音をいう。 

（修正後） 

3. この表において「低周波音」とは、周波数が20 ヘルツから100 ヘルツまで以上の音をいう。 

福原委員 10月 29日 ○ 特に意見等はない。  

奥本委員 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

吉田委員 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

伊藤委員 10月 29日 ○ 特に意見はない。  

髙橋委員 10月 29日 ○ 今回の技術指針変更(案)については特に意見はないが、技術指針内の「低周 ○ 札幌市技術指針の変更経緯について 
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委員名 送付日 意見等の内容 札幌市（事務局）の回答 

波音（超低周波音を含む）」について大変違和感がある。 

全てを精査している訳ではないので間違っているかもしれないが、最近は国

や道の環境影響評価においては超低周波音を使用しているように思っていた。 

札幌市においても、そのあたりの情報について精査し、必要性が無ければ低

周波音ではなく超低周波音にする方が良いと思う。 

先程も書いたが、間違っているかもしれないので、低周波音の扱いについて

教えていただければと思う。 

  平成 25年に、風力発電事業が条例の対象事業に追加されたことに伴い、「低周波音（超低周波音を含む。）」を風力

発電事業に係る基本項目を新たに追加し、現在に至っております。（「低周波音」を周波数が 20 ヘルツから 100 ヘル

ツまでの音、「超低周波音」を周波数が20ヘルツ以下の音として定義している。） 

○ 国の状況について 

環境省では、「環境影響評価法の規定による主務大臣が定めるべき指針等に関する基本的事項」（平成9年環境庁告

示第87号、最終改正平成26年環境省告示第83号）により、環境要素として「騒音・低周波音」を設けております。 

経済産業省では、発電所アセス省令（平成 10年通商産業省令第 54号）により、環境要素として「騒音」（周波数

が20ヘルツから100ヘルツまでの音によるものを含む。）及び「超低周波音」（周波数が20ヘルツ以下の音をいう。）

を設け、風力発電所に係る環境要素としました。 

令和 2年の改正(8月 31日施行)において、「騒音」及び「超低周波音」は環境要素としては残したものの、風力発

電所に係る環境要素から「超低周波音」を削除しました。 

なお、発電所アセス省令において、風力発電所に係る環境要素から「超低周波音」が削除されたものの、（一社）

日本風力発電協会に対し「環境アセスの項目として調査、予測及び評価することも含め、引き続き丁寧な説明等の対

応を行うこと。」などの住民の懸念等に対応することを要請しております。 

○ 北海道の状況について 

  発電所アセス省令と同様、「騒音」（周波数が20ヘルツから100ヘルツまでの音によるものを含む）及び、「超低周

波音」（周波数が20ヘルツ以下の音をいう。）としています。 

○ 札幌市の対応について 

  国が（一社）日本風力発電協会に対し要請しておりますように、札幌市におきましても、風力発電施設が住宅地に

近接して設置される場合は住民の懸念が起こることが考えられることから、札幌市技術指針は変更せずに、風力発電

事業に係る環境要素に「低周波音」を残し、調査・予測・評価を求めることといたします。 

  また、本市技術指針は条例対象事業のみが対象ではありますが、法対象事業におきましても、低周波音に係る環境

影響について、市長意見として述べることも考えられることから、技術指針に「低周波音」を残しておくことは必要

であるものと考えます。 

  なお、定義が発電所アセス省令や道技術指針と整合性がとれていない状態ではありますが、20ヘルツから100ヘル

ツの周波数域での低周波音の特性（Ｇ特性音圧レベル及び3分の 1オクターブバンド）としての調査・予測・評価を

求めることから、定義についても特に修正は行わないことといたします。 

奈良委員 10月 30日 ○ 特に意見はない。  

渡部委員 10月 30日 ○ 「土地の安定性」に関して、地盤表面の侵食（豪雨時の表面流による土砂流

出など）を考える必要はないのか。パネルで雨水を受けると集中的に水滴が落

ちる箇所ができるため、地表面の土砂が流出しやすくなるのではないかと思

う。 

 委員ご指摘のとおり、太陽光発電事業の実施により、パネルで雨水を受けると集中的に水滴が落ちる箇所ができ、土

地の安定性に影響を及ぼすことも考えられることから、環境影響評価において、豪雨時の表面流による土砂流出などの

地盤表面の侵食の影響も含めて調査・予測・評価を行うものといたします。 

 具体的には、予測手法に、「工作物の設置や植生の変化等により雨水流出の状況が変化して表層土壌が影響を受ける

場合は、その影響も含めて予測を行う。」ことを追加することといたします。 

 また、これを受けて予測の前提となる調査手法での調査内容に「土地及び気象の状況」を追加し、その中に「降水量

及び降水の分布の状況」及び「植生の状況」を追加することといたします。 

秋山委員 10月 30日 ○ 特に意見はない。  

上田委員 10月 30日 ○ 特に意見はない。  


